
厚生労働省所管会計事務取扱規程の一部を改正する訓令案　新旧対照条文 

○　厚生労働省所管会計事務取扱規程（平成１３年厚生労働省訓第２３号）（抄） 

（傍線部分は改正部分） 

改　正　案 現　　　行

（預託金の担当者等の委任） （預託金の担当者等の委任） 

第１４条　財政融資資金預託金取扱規則（昭和２６年大蔵省令第２９号）第２条第１項第１号に規定す 第１４条　財政融資資金預託金取扱規則（昭和２６年大蔵省令第２９号）第２条第１号に規定する預託

る預託金の担当者及び歳入歳出外の国庫内移換に関する規則（昭和３０年大蔵省令第１４号）第２条 金の担当者及び歳入歳出外の国庫内移換に関する規則（昭和３０年大蔵省令第１４号）第２条に規定

に規定する国庫内の移換のための国庫金振替書の発行に関する事務を行う職員は、労働保険特別会計 する国庫内の移換のための国庫金振替書の発行に関する事務を行う職員は、労働保険特別会計（雇用

（雇用勘定を除く。）に係るものにあっては労働基準局長、労働保険特別会計雇用勘定及び子ども・ 勘定を除く。）に係るものにあっては労働基準局長、労働保険特別会計雇用勘定及び子ども・子育て

子育て支援特別会計育児休業等給付勘定に係るものにあっては職業安定局長、年金特別会計の健康勘 支援特別会計育児休業等給付勘定に係るものにあっては職業安定局長、年金特別会計の健康勘定及び

定及び業務勘定（特別保健福祉事業に係る部分に限る。）に係るものにあっては保険局長、年金特別 業務勘定（特別保健福祉事業に係る部分に限る。）に係るものにあっては保険局長、年金特別会計（

会計（健康勘定及び業務勘定のうち特別保健福祉事業に係る部分を除く。以下この条において同じ。 健康勘定及び業務勘定のうち特別保健福祉事業に係る部分を除く。以下この条において同じ。）に係

）に係るものにあっては年金局事業企画課長とする。 るものにあっては年金局事業企画課長とする。 

２　（略） ２　（略） 

  

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

 部局 支出負担行為 支出負担行為 分任支出負 分任支出負 委任事務の範囲  部局 支出負担行為 支出負担行為 分任支出負 分任支出負 委任事務の範囲

 担当官 担当官代理 担行為担当 担行為担当  担当官 担当官代理 担行為担当 担行為担当

 官 官代理  官 官代理

 本省 大臣官房会計 官房長 （略）  本省 大臣官房会計 官房長 （略）

 課長 医政局医療 一般会計歳出予算及び国庫債  課長 医政局医療 一般会計歳出予算及び国庫債

 機構運営支 務負担行為並びに東日本大震  経営支援課 務負担行為並びに東日本大震

 援課長 災復興特別会計歳出予算及び  長 災復興特別会計歳出予算及び

  国庫債務負担行為のうち、国 国庫債務負担行為のうち、国

  立ハンセン病療養所に必要な 立ハンセン病療養所に必要な

  物品の中央調達等に係る経費 物品の中央調達等に係る経費

  の支出負担行為に関する事務 の支出負担行為に関する事務

 （略）  （略）

 （削る）  会計管理官 官房長 一般会計歳出予算及び国庫債

  務負担行為並びに東日本大震

  災復興特別会計歳出予算及び

  国庫債務負担行為のうち、大

  臣官房会計課関係の委託費、

  補助金、負担金、交付金、補

  給金、特別支出金、貸付金、

  貸与金及び出資金（以下「委

  託費等」という。）の支出負

  担行為に関する事務



 大臣官房地方 官房長 一般会計歳出予算及び国庫債  大臣官房地方 官房長 一般会計歳出予算及び国庫債

 課長 務負担行為並びに東日本大震  課長 務負担行為、東日本大震災復

 災復興特別会計歳出予算及び  興特別会計歳出予算及び国庫

 国庫債務負担行為のうち、都  債務負担行為並びに労働保険

 道府県労働局における国有資  特別会計歳出予算及び国庫債

 産所在市町村交付金の支出負  務負担行為のうち、都道府県

 担行為に関する事務  労働局における国有資産所在

  市町村交付金の支出負担行為

  に関する事務

 大臣官房国際 官房長 一般会計歳出予算及び国庫債  大臣官房国際 官房長 一般会計歳出予算及び国庫債

 課長 務負担行為並びに東日本大震  課長 務負担行為並びに東日本大震

 災復興特別会計歳出予算及び  災復興特別会計歳出予算及び

 国庫債務負担行為のうち、大  国庫債務負担行為のうち、大

 臣官房国際課関係の委託費、  臣官房国際課関係の委託費等

 補助金、負担金、交付金、補  の支出負担行為に関する事務

 給金、特別支出金、貸付金、  

 貸与金及び出資金（以下「委  

 託費等」という。）の支出負  

 担行為に関する事務  

 （略）  （略）

 （削る）  大臣官房参事 官房長 一般会計歳出予算及び国庫債

  官（情報化担 務負担行為並びに東日本大震

  当） 災復興特別会計歳出予算及び

  国庫債務負担行為のうち、大

  臣官房情報化担当参事官室関

  係の委託費等の支出負担行為

  に関する事務

 医政局長 医政局総務課 一般会計歳出予算及び国庫債  医政局長 医政局総務課 一般会計歳出予算及び国庫債

 長 務負担行為並びに東日本大震  長 務負担行為並びに東日本大震

 災復興特別会計歳出予算及び  災復興特別会計歳出予算及び

 国庫債務負担行為のうち、医  国庫債務負担行為のうち、医

 政局関係の委託費等（医薬産  政局関係の委託費等（医薬産

 業振興企画課及び研究開発政  業振興・医療情報企画課、研

 策課に係るものを除く。）の  究開発政策課及び医療情報担

 支出負担行為に関する事務  当参事官室に係るものを除く

  。）の支出負担行為に関する

  事務

 医薬産業振興 医政局長 一般会計歳出予算及び国庫債  医薬産業振興 医政局長 一般会計歳出予算及び国庫債

 審議官 務負担行為並びに東日本大震  ・医療情報審 務負担行為並びに東日本大震

 災復興特別会計歳出予算及び  議官 災復興特別会計歳出予算及び



 国庫債務負担行為のうち、医  国庫債務負担行為のうち、医

 政局医薬産業振興企画課及び  政局医薬産業振興・医療情報

 研究開発政策課関係の委託費  企画課、研究開発政策課及び

 等の支出負担行為に関する事  医療情報担当参事官室関係の

 務  委託費等の支出負担行為に関

  する事務

 （略）  （略）

 労働基準局労 労働基準局労 労働保険特別会計労災勘定歳  労働基準局労 労働基準局労 労働保険特別会計労災勘定歳

 災管理課長 災管理課長補 出予算及び国庫債務負担行為  災管理課長 災管理課長補 出予算及び国庫債務負担行為

 佐で総務を担 のうち、本省内部部局におけ  佐で総務を担 のうち、本省内部部局及び都

 当するもの る経費及び都道府県労働局に  当するもの 道府県労働局における経費（

 おける経費（国有資産所在市  国有資産所在市町村交付金に

 町村交付金に限る。）の支出  限る。）の支出負担行為に関

 負担行為に関する事務  する事務

 （略）  （略）

 職業安定局雇 職業安定局雇 労働保険特別会計雇用勘定歳  職業安定局雇 職業安定局雇 労働保険特別会計雇用勘定歳

 用保険課長 用保険課長補 出予算及び国庫債務負担行為  用保険課長 用保険課長補 出予算及び国庫債務負担行為

 佐で庶務を担 並びに子ども・子育て支援特  佐で庶務を担 並びに子ども・子育て支援特

 当するもの 別会計育児休業等給付勘定歳  当するもの 別会計育児休業等給付勘定歳

 出予算及び国庫債務負担行為  出予算及び国庫債務負担行為

 のうち、本省内部部局におけ  のうち、本省内部部局及び都

 る経費及び都道府県労働局に  道府県労働局における経費（

 おける経費（国有資産所在市  国有資産所在市町村交付金に

 町村交付金に限る。）の支出  限る。）の支出負担行為に関

 負担行為に関する事務並びに  する事務並びに東日本大震災

 東日本大震災復興特別会計歳  復興特別会計歳出予算のうち

 出予算のうち、独立行政法人  、独立行政法人高齢・障害・

 高齢・障害・求職者雇用支援  求職者雇用支援機構及び職業

 機構及び職業安定局雇用保険  安定局雇用保険課が管理する

 課が管理する土地上における  土地上におけるもの及び当該

 もの及び当該土地の除染業務  土地の除染業務に要する経費

 に要する経費の支出負担行為  の支出負担行為に関する事務

 に関する事務  

 （略）  （略）

 政策統括官（ 参事官（総合 一般会計歳出予算及び国庫債  政策統括官（ 参事官（総合 一般会計歳出予算及び国庫債

 総合政策、労 政策統括担当 務負担行為並びに東日本大震  総合政策担当 政策統括担当 務負担行為並びに東日本大震

 使関係担当） ） 災復興特別会計歳出予算及び  ） ） 災復興特別会計歳出予算及び

 国庫債務負担行為のうち、政  国庫債務負担行為のうち、政

 策統括官（総合政策、労使関  策統括官（総合政策担当）関

 係担当）関係の委託費等の支  係の委託費等の支出負担行為



 出負担行為に関する事務  に関する事務

 政策統括官（ 参事官（情報 一般会計歳出予算及び国庫債  政策統括官（ 参事官（企画 一般会計歳出予算及び国庫債

 情報政策担当 政策総括担当 務負担行為並びに東日本大震  統計・情報シ 調整担当） 務負担行為並びに東日本大震

 ） ） 災復興特別会計歳出予算及び  ステム管理、 災復興特別会計歳出予算及び

 国庫債務負担行為のうち、政  労使関係担当 国庫債務負担行為のうち、政

 策統括官（情報政策担当）関  ） 策統括官（統計・情報システ

 係の委託費等の支出負担行為  ム管理、労使関係担当）関係

 に関する事務  の委託費等の支出負担行為に

  関する事務

 （略）  （略）

  

別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係） 

 部局 支出負担行為認 支出負担行為認 委任事務の範囲  部局 支出負担行為認 支出負担行為認 委任事務の範囲

 証官 証官代理  証官 証官代理

 本省 大臣官房会計課 官房長 一般会計歳出予算及び国庫債務負担行為並びに  本省 大臣官房会計課 官房長 一般会計歳出予算及び国庫債務負担行為並びに

 長 東日本大震災復興特別会計歳出予算及び国庫債  長 東日本大震災復興特別会計歳出予算及び国庫債

 務負担行為のうち、補助金、負担金、交付金、  務負担行為のうち、補助金、負担金、交付金（

 補給金、特別支出金、貸付金、出資金、補助金  国有資産所在市町村交付金、独立行政法人通則

 等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行  法（平成１１年法律第１０３号）第４６条の規

 令（昭和３０年政令第２５５号）第２条に掲げ  定に基づく交付金、年金生活者支援給付金の支

 る給付金及び別に定める委託費（次の各号に掲  給に関する法律第２６条第２項の規定に基づき

 げる経費（他の支出負担行為認証官にあっては  、日本年金機構に交付する交付金及び国立健康

 、第２号から第５号までに掲げるものに限る。  危機管理研究機構法（令和５年法律第４６号）

 ）を除く。以下「補助金等」という。）であっ  第３９条第１項の規定に基づき、国立健康危機

 て、他の支出負担行為認証官の所掌に属するも  管理研究機構に交付する交付金を除く。）、補

 の以外の経費の支出負担行為の認証の事務  給金、特別支出金、貸付金、出資金、補助金等

   に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令

   （昭和３０年政令第２５５号）第２条に掲げる

   給付金及び別に定める委託費（以下「補助金等

   」という。）であって、他の支出負担行為認証

   官の所掌に属するもの以外の経費の支出負担行

   為の認証の事務 

 一　国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第  （新設） 

 １２８号）第３条第１項に規定する組合に対   

 する負担金   

 二　国有資産所在市町村交付金  （新設） 

 三　独立行政法人通則法（平成１１年法律第１  （新設） 

 ０３号）第４６条の規定に基づく交付金   

 四　年金生活者支援給付金の支給に関する法律  （新設） 

 第２６条第２項の規定に基づき、日本年金機   



 構に交付する交付金   

 五　国立健康危機管理研究機構法（令和５年法  （新設）

 律第４６号）第３９条第１項の規定に基づき  

 、国立健康危機管理研究機構に交付する交付  

 金  

 （略）  （略）

 （略）  （略）

  

別表第４（第６条関係） 別表第４（第６条関係） 

 部局 官署支出官 官署支出官代理 委任事務の範囲  部局 官署支出官 官署支出官代理 委任事務の範囲

 本省 （略）  本省 （略）

 労働基準局長 労働基準局総務課長 労働保険特別会計（雇用勘定を除く  労働基準局長 労働基準局総務課長 労働保険特別会計（雇用勘定を除く

 。）歳出予算のうち、厚生労働本省  。）歳出予算のうち、厚生労働本省

 内部部局における経費及び都道府県  内部部局及び都道府県労働局におけ

 労働局における経費（国有資産所在  る経費（国有資産所在市町村交付金

 市町村交付金に限る。）の支出の決  に限る。）の支出の決定の事務

 定の事務  

 職業安定局長 職業安定局総務課長 労働保険特別会計雇用勘定歳出予算  職業安定局長 職業安定局総務課長 労働保険特別会計雇用勘定歳出予算

 及び子ども・子育て支援特別会計育  及び子ども・子育て支援特別会計育

 児休業等給付勘定歳出予算のうち、  児休業等給付勘定歳出予算のうち、

 厚生労働本省内部部局における経費  厚生労働本省内部部局及び都道府県

 及び都道府県労働局における経費（  労働局における経費（国有資産所在

 国有資産所在市町村交付金に限る。  市町村交付金に限る。）の支出の決

 ）の支出の決定並びに東日本大震災  定並びに東日本大震災復興特別会計

 復興特別会計歳出予算のうち、独立  歳出予算のうち、独立行政法人高齢

 行政法人高齢・障害・求職者雇用支  ・障害・求職者雇用支援機構及び職

 援機構及び職業安定局雇用保険課が  業安定局雇用保険課が管理する土地

 管理する土地上におけるもの及び当  上におけるもの及び当該土地の除染

 該土地の除染業務に係る予決令第４  業務に係る予決令第４０条第１項第

 ０条第１項第１号に規定する歳出金  １号に規定する歳出金の支出に関す

 の支出に関する事務であって、支出  る事務であって、支出の決定に関す

 の決定に関する事務及び当該歳出金  る事務及び当該歳出金の金額に戻入

 の金額に戻入する返納金に係る債権  する返納金に係る債権の管理に関す

 の管理に関する事務  る事務

 （略）  （略）

 （略）  （略）

  

別表第６（第８条関係） 別表第６（第８条関係）

部局 契約担当官 契約担当 分任契約担 分任契約担 委任事務の範囲 部局 契約担当官 契約担当 分任契約担 分任契約担 委任事務の範囲

官代理 当官 当官代理 官代理 当官 当官代理



本省 大臣官房会計課 官房長 （略） 本省 大臣官房会計課 官房長 （略）

長 職業安定局 職業安定局 一般会計及び東日本大震災復 長 職業安定局 職業安定局 一般会計及び東日本大震災復

労働市場情 労働市場情 興特別会計に係るものであっ 労働市場セ 労働市場セ 興特別会計に係るものであっ

報システム 報システム て、職業安定局労働市場情報 ンター業務 ンター業務 て、職業安定局労働市場セン

課長 課長補佐で システム課における契約に関 室長 室長補佐で ター業務室における契約に関

庶務を担当 する事務 庶務を担当 する事務

するもの するもの

（略） （略）

職業安定局雇用 職業安定 （略） 職業安定局雇用 職業安定 （略）

保険課長 局雇用保 職業安定局 職業安定局 労働保険特別会計雇用勘定及 保険課長 局雇用保 職業安定局 職業安定局 労働保険特別会計雇用勘定及

険課長補 労働市場情 労働市場情 び子ども・子育て支援特別会 険課長補 労働市場セ 労働市場セ び子ども・子育て支援特別会

佐で庶務 報システム 報システム 計育児休業等給付勘定に係る 佐で庶務 ンター業務 ンター業務 計育児休業等給付勘定に係る

を担当す 課長 課長補佐で ものであって、職業安定局労 を担当す 室長 室長補佐で ものであって、職業安定局労

るもの 庶務を担当 働市場情報システム課におけ るもの 庶務を担当 働市場センター業務室におけ

するもの る契約に関する事務 するもの る契約に関する事務

（略） （略）

（略） （略）

国立医 所長 総務部長 一般会計及び東日本大震災復 国立医 所長 総務部長 一般会計及び東日本大震災復

薬品食 興特別会計に係るものであっ 薬品食 興特別会計に係るものであっ

品衛生 て、国立医薬品食品衛生研究 品衛生 て、国立医薬食品衛生研究所

研究所 所における契約に関する事務 研究所 における契約に関する事務

（略） （略）


